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現在、地球温暖化が問題となっている。2018年の CO2 (二酸化炭素)排出量は 2017年と比べ
て 1.7％増え、過去最高の約 331億トンに達したことが IEA(国際エネルギー機関)の報告書で







年の GHG（温室効果ガス）排出量を国により 1990年比で 0～8％減とするよう求めているが、
国際海運は対象外となっている。IMOが国際海運における GHG排出量削減を、GHG排出量の抑
























図 1.1 船舶用燃料油の規制（2） 
図 1.1に示したように燃料油について、従来船舶が C重油を燃料として使用していた。し
かし、海洋汚染防止条約（マルポール条約（MARPOL 条約））の改正により 2020 年 1月 1日以




をはじめとする海運業界 8団体は、2018年に IMOで合意された 2050年までの GHG半減目標に

































































































順位 船種別 万総トン 構成率（％）
世界合計 129,105 100%
1 ばら積乾貨物船 43,516 34%
2 オイルタンカー 26,619 21%
3 コンテナ船 22,467 17%
4 旅客船・RORO船等 9,067 7%
5 液化ガス船 7,125 6%
6 ケミカル船 6,671 5%
7 一般貨物船 5,291 4%












る物質には、二酸化炭素（Carbon Dioxide :CO2）、窒素酸化物（Nitrogen Oxides :NOx）、硫黄酸
化物（Sulfur Oxides :SOx）、メタン（CH4）、一酸化炭素（Carbon Oxide :CO）、亜酸化窒素
（Nitrous Oxide :N2O）、揮発性有機化合物（Volatile Organic Compounds）、非メタン揮発性有機
化合物（Non-Methane Volatile Organic Compounds :NMVOC）、微粒子物質（Paticulate 
Matter :PM）などがある。 
 




っており 1.1 節の研究背景にも述べるたように、国際海運おける CO₂排出量が多く様々な対
策が重要である。表 2.2 に海運の CO₂排出量を示す。 
 











る。このため、国際海事機関（International Maritime Organization :IMO）と呼ばれる国連の専
門機関による海洋汚染防止条約（73/78MARPOL 条約）などの国際条約による規制、勧告など
国際的な合意を基本とした取り組みが進められている。MARPOL 条約：正式名は、
（International Convention for the Prevention of Pollution from Ships）で、Marine Pollution の頭文
字をとり MARPOL 条約と言われる。Bunker と呼ばれる船舶燃料油の燃料により生じた CO₂、
NOx、SOx の排出、オゾン層破壊の元凶となるハロンガス、フロンガスの放出などによる大
気汚染は、CO₂を除き 73/78MARPOL 条約の 1997 年議定書で規制されている。1997 年議定書
は 400 総トン以上の船舶などに適用され、NOx、SOx、ハロン・フロン、VOCs といった船上
焼却による排ガスを主に規制するものである。しかし、外航船は世界のあらゆる海域、港湾
を対象とした規制が必要と判断され、国際海運における CO₂の排出抑制策は IMO を通じて検
討することになった。 
 
図 2.3 IMO の CO₂排出規制（9） 
 







対する減速航海などのソフト面での運航的手法である。 表 2.3 に手法例を示す。また、表
2.4 に IMO が GHG 削減に対する動きを示す。 
 
表 2.3 船舶における環境改善手法（10） 
 
 












2019 年 1 ⽉ フェーズ１：データ収集（船舶からのデータ報告制度開始） 
2019 年春
（MEPC74） 第 4 回 GHG スタディを開始 




第 4 回 GHG スタディ報告とりまとめ
2021 年春
（MEPC77）
2019 年のデータを IMO が集計・分析して発表
データ集計結果を踏まえ、IMO 戦略⾒直し作業を開始




2020 年のデータを IMO が集計・分析して発表
2022 年夏 2021 年のデータを IMO に報告
2023 年春
（MEPC80）





米シティグループなどの国際的金融機関は IMO が 2050 年までに国際海運における CO₂排
出量を 2008 年比で 50%削減するという目標に対し、金融面から支援するため「ポセイドン
原則」を立ち上げた。賛同金融機関はシティの他、仏ソシエテ・ジェネラル、ING などの 11
金融機関。日本の 3 つのメガバンクにも参加を要請している。 
 













図 3.1a 世界のコンテナの荷動き（13） 
 
まずは、図 3.1 に 2017 年の世界のコンテナの荷動きを示す。コンテナ船がコンテナの荷動
きを表し、定期航路のサービスを提供している。 
 




図 3.1cのように、東アジア－北米航路が往復合計で 26,764 千 TEU、東アジア－欧州航路








図 3.1.1a アジア/米国（東航）荷動き推移（6） 
アジア/米国（東航）荷動き推移は、2010 年はリーマン・ショックの反動を受け年間荷動き
は急回復したが、2011 年の成長率は 0.4％までに低下した。2012 年から成長率は 4.2％に戻




図 3.1.1b アジア/米国（西航）荷動き推移（6） 
 
アジア/米国（西航）荷動き推移は、2013 年に荷動きが最高 6,870 千 TEU になり成長率が
プラスだった。2014 年と 2015 年は成長率がマイナスに低落し、2016 年に回復、2017 年に
6,798 千 TEU になった。 
② 東アジア－欧州航路 
 




図 3.1.2b 欧州/東アジア（東航）荷動き推移（6） 
 
東アジア/欧州（西航）荷動き推移について、2010 年はリーマン・ショックの反動を受け年
間荷動きは急回復したが、2011 年は 3.3％増と伸びが鈍化した。2012 年は欧州債務危機の影
響を受け 3 年ぶりに減少し 4.2％減となったが。2013 年は欧州の景気回復と共に 5.1％増、
2014 年はさらに伸長し 7.3％増となり年間荷動きは過去最高となった。2015 年は前年の在庫
調整やユーロ安およびロシアの景気後退の影響を受け 4.2％減とマイナスになったが、2016
年は欧州の景気回復基調に転じ 3.3％増、2017 年は 4.5％増のプラスとなり荷動きが過去最高
を更新して 15,547 千 TEU になった。 
欧州/東アジア（東航）荷動き推移について、2014 年に成長率がマイナス 0.3％になったが
2010 年から 2017 年までの荷動き推移を見ると徐々に増加している。また、2017 年が最高
7,598 千 TEU になった。 
③  欧州―北米航路 
 




図 3.1.3b 欧州/北米航路（西航）荷動き推移（6） 
 
欧州/北米航路（東航）の荷動き推移については、やや減少傾向になり 2017 年に過去最低
の 1,974 千 TEU になった。西航については、2010 年から 2017 年までの成長率がプラス







図 3.2.1 船型別の船腹量の推移（15） 
 
図 3.2.2 船型別の船腹量の推移（13） 
 
 図 3.2.1 に船型別の船腹量の推移を示す。世界で就航しているコンテナ船は 2019 年 1 月
時点で、5,264 隻、船腹量は 2,201 万 TEU、2018年比で 101 隻増加、116.6 万 TEU（5.6%）
増加した。増加の中心は 8,000TEU 以上の大型船舶である。一方で、 8,000TEU 未満の船舶
の船腹量は減少傾向になっている。また、図 3.2.2 に平均船型の推移を見ると就航船の平均








年に 5,097TEUを突破した。2017年では、新造船の平均船型は初めて 8,000TEU を超えた。 
 











コンテナ船が運航する際に、燃料油は不可欠なものである。図 3.3.1 に 1994 年～2018 年 C 重
油の平均価格を示す。 
 
図 3.3.1 船用燃料油の価格推移（16） 
 
1994 年の C 重油平均価格には 1KL 当たりに 2.9 万円程度であったのが、2008 年リーマン・
ショック直前には６万円にも急騰した。現在は 5 万円程である。また、1.1 節の研究背景に述
















 図 3.3.2は 2018年 9月末までの待機船船腹量及びその世界総船腹量に対する割合を示した
ものである。待機船船腹量は 2008年秋のリーマン・ショックの影響を受け 2009年に 572
隻・1,520千 TEU以上となった。2011年は荷動き量の急増を受けて大幅に減少し 60隻・75千
TEUになった。また、2016年 10月末時点では 397隻・1,591千 TEUとなり最高記録だった。
2018年 6月からは、相次ぐ新造船の竣工に加え東アジア-欧州航路の荷動きの影響などを受け
た待機船船腹量は徐々に増加し、9月末時点で 177 隻・511千 TEU（全船腹量の 2.3％）とな
った。今後は、スラックシーズンに向けた減便対策などに加え例年以上に解撤が進んでいな
いこともあり待機船船腹量の増加は加速していくものとみられる。ALPHALINER の予測によれ







20FTのコンテナだけでなく 40FTや 45FTなどのコンテナも存在している。図 3.3.3に国際海
運に使用されるコンテナのフリートを示す。 
 
図 3.3.3a 主な海上コンテナの全長比較図（17） 
 
 
表 3.3.3 国際海運のコンテナ・フリートの推移（16） 
 
このように、世界中で流通しているコンテナのサイズについては 31％が 20FT のコンテナ、
6７%が 40FTコンテナ、約１％が 45FT及びその他サイズのコンテナである。本研究では、第 5
章の荷役作業効率を考察するため計算上の都合により 45FTとその他サイズのコンテナを除い
て、全てのコンテナ構成率は 20FTが 32％、40FTが 68％に見なして考察する。 
  
年代
サイズ TEU TEU割合 TEU TEU割合 TEU TEU割合 TEU TEU割合 TEU TEU割合
20FT 10506359 31.76% 11089258 31% 11352961 31% 11360000 31% 11600000 30%
40FT 22018074 66.55% 23597240 67% 24326814 67% 24380000 67% 25880000 68%
45FT 511812 1.55% 508140 1% 530541 1% 550000 2% 520000 1%
その他 49439 0.15% 44832 0% 39640 0% 37000 0% 40000 0%



















問題である。大気環境の改善のため、IMO では 2020 年から船舶用燃料油の硫黄分濃度 0.5％
以下に規制を強化した。 
 






れている。それぞれのメリット及び課題を図 3.4.3 に示す。 
 
図 3.4.3 SOｘ規制の対応手段（37） 
 
 Camille Egloffらの予測（38）によると規制の開始時点では、ほとんどの船舶が低硫黄燃料油

















（20NM以内の減速航海は港湾料金の 15％、40NM以内は 25％割引き）を導入している。 
 
表 3.4.5 海運会社の環境活動実績（40） 
 
④IMOの GHG削減戦略及び各国の提案 
 2018年４月に IMOは今世紀中のなるべく早期に、国際海運からの GHGゼロ排出を目指すと
いう GHG削減戦略を採択した。具体的に図 3.4.6に示す。 
 















































































T0 = T1 + T2  --------------------------------------- (1) 
T2 = T3 + T4  --------------------------------------- (2) 
T1 = s/v  -------------------------------------------- (3) 
T3 = cD × D ------------------------------------------- (4) 
T4 = Cp × PN ----------------------------------------- (5) 























する際、回帰定数は 0 として分析を行った。 
 
 
表 4.2.1a 決定係数表 
 
表 4.2.1b 回帰分析結果表 






航路 重相関 R 重決定 R2 補正 R2 標準誤差 観測数 有意 F
東アジア-北米航路 0.9333 0.9373 0.8465 250.0199 48 6.24597E-21
東アジア-欧州航路 0.9866 0.9734 0.9403 122.8997 33 1.4371E-24
欧州-北米航路 0.9756 0.9519 0.8864 134.6038 18 8.27E-11
因子 寄港回数 平均船型 寄港回数 平均船型 寄港回数 平均船型
係数 40.689 0.034 47.296 0.009 39.895 0.038























FL=F₀×（S×1.852）×f ------ (8) 
F₀=6.87×10(-5)×{DSP-(1-0.65×LF)×DWT}×DSP(-1/3)×（V×1.852）2 ------- (9) 
DSP=1.37×DWT+1660 ------ (10) 


























































FC＝FL×CF 単------ （14） 
HC＝HC 単×Q×2------ （15） 

















SC＝｛SP×（RC+RP+C 利+IF+BS）+LC｝×N------ （18） 





























TC＝FC + HC + PC + SC + CRE  -------------- (21) 















表 4.5.1a 航路サービスの元データ例 
 
 

























図 4.5.2 １TEU当たり荷役作業料金 
 
入出港料金については、各港湾のホームページ（21）での情報を用いて船型別に入出港料金
を推計した。表 4.5.2 に回帰分析の結果を示す。 
 
 












表 4.5.3 コンテナ船価格の回帰分析 
 
このように、船型ごとで各港におけるコストを推計し、係数を設定した。また、決定係
数 R2とｔ値が高く、有意水準 5％で有意である。 
続いて船費に関係する係数を説明する。本研究では船舶価格を用いて算出することとす
る。減価償却費を建造船価に基づいて求める。船舶価格については、コンテナ船の売買を記

















傾向を説明する。なお、主要航路の条件については 5.1 節に示す。 
 
図 4.6.1a 東アジア-北米航路の１サイクル時間変化 







図 4.6.1b 船型と輸送コストの関係 
 
また、図 4.6.1b をみると１TEU 当たりの輸送コストは船舶の大型化につれて減少傾向にな
るが、6,800TEU から 7,000TEU まで増加すると輸送コストも増えた。 
 




図 4.6.1d 船型と１TEU 当たり CO₂排出量の関係 
図 4.6.1c に示しているように、船型による１サイクル時間を変化すると週 1 回の寄港頻度
を維持するため、必要隻数も増加する。必要隻数が増加する際に１TEU における輸送コスト
も増加する。また、図 4.6.1d に船型が大型化すると大量の貨物を 1 回にまとめて輸送するこ










図 4.6.2a 船型別の減速航海による CO₂排出量 
 
 船型 TEU と年間 CO2 排出量の関係については、図 4.6.2b に分かるように船型は異なる場
合でも、必要隻数を１つ増加することで、かなりの減速航海ができる。 
 
図 4.6.2b 減速航海による必要隻数の増加 
 






























 まずは、東西基幹航路の主要航路の配船状況を表 5.1.1と図 5.1.1に示す。 
 
表 5.1.1 2018年 8月末の主要航路の船型別隻数（増減：2017年 8月の比較）（24） 
 
 














欧州-北米航路については、隻数が 13隻増加し 217隻となった。船型別隻数は 8,000～
13,999TEUが 12隻増加した。5,000TEU未満の船舶が 15隻増加した一方、主要船型クラスの
航路 隻数 増減 隻数 増減 隻数 増減 隻数 増減 隻数 増減 隻数 増減 隻数 増減 隻数 増減
東アジア-欧州航路 340 4 0 0 1 1 15 6 25 2 105 -40 107 9 87 27 13,485 375
東アジア-北米航路 441 11 4 2 12 -2 32 -24 129 8 253 21 11 5 0 0 8,297 559
欧州-北米航路 217 13 2 1 43 7 85 8 51 -16 36 12 0 0 0 0 5,061 -141
18000以上船型TEU 平均船型 平均船型
の増減
1000-29991000未満 3000-4999 5000-7999 8000-13999 14000-17999
46 
 








表 5.1.2 各航路の特徴（2018年） 
 
 




[個] ［TEU］ ［隻］ ［回］ ［NM］
航路 サービス個数 平均船型 平均隻数 寄港回数 平均距離
東アジア-北米航路 57 8297.0 8.1 6.4 17345.8
東アジア-欧州 33 13484.6 10.8 11.9 21634.0































 3.2 節はコンテナ船の大型化が進んでいる状況、4.6 節は大型化による必要隻数の増加を述
べた。ここでは大型化による隻数増加の減速航海を考察する。 
 まず、航路の選択については 5.1 節に示したように、東アジア-北米航路の平均船型が 2018
年に初めて 8,000TEU を超え、これからも大型化していくことが予想される。そのため、東ア
ジア-北米航路の EC1 を考察対象とした。図 5.2.1.1 と表 5.2.1.1 に航路サービスを示す。 
 
図 5.2.1.1 東アジア-北米航路 EC1（25） 
 
 
表 5.2.1.1 東アジア-北米航路 EC1（26） 
 
 次に、EC1の平均船型を 6,724TEUから大型化した時の１TEU輸送コストの変化を図 5.2.1.2
に示す。必要隻数は図 5.2.1.3に示す。 
 
図 5.2.1.2 大型化による輸送コスト変化 
サービス名 距離(nm) 寄港回数平均船型（TEU） 平均速度KT 隻数 1サイクル時間ｈ 航海時間 停泊時間





図 5.2.1.3 大型化による必要隻数の変化 
 














きた。削減効果を表 5.2.1.5 にまとめ、図 5.2.1.6 と図 5.2.1.7に示す。 
 
 





表 5.2.1.5 削減効果（7,424TEU） 
 
 
図 5.2.1.6 CO₂排出量の削減効果（7,424TEU） 
 
 







図 5.2.1.8 大型化による１サイクル余裕時間の変化 
 
この余裕時間を用いて、図 5.2.1.9 のように減速航海が可能である。また、１TEU 当たり
の輸送コストおよび CO₂排出量については、図 5.2.1.10 と図 5.2.1.11に示す。 
 
 





図 5.2.1.10 大型化による隻数増加の減速航海のコスト削減 
 
 











果を考察する。考察対象は平均船型が 20,000TEU 級の東アジア-欧州航路 FAL5 をする。なお、
船舶を投入する際に航路サービスのバランスを崩さないため、平均船型が近い航路に投入する
ことが多い。図 5.2.2.1 と表 5.2.2.1 に航路サービスを示す。 
 
図 5.2.2.1 東アジア-欧州航路 FAL5（27） 
 
 
表 5.2.2.1 東アジア-欧州航路 FAL5（26） 
 
 
図 5.2.2.2 待機船の投入による減速航海 
 
航海速度の減少によって１サイクル時間が増加し、週 1 回寄港のサービス性を維持するた
サービス名 総距離(nm) 寄港回数平均船型（TEU） 平均速度KT 隻数 1サイクル時間ｈ 航海時間 停泊時間




1 回寄港のサービス性を維持し、減速航海ができる。図 5.2.2.2 は、航路 FAL5 の 11 隻をは
じめ 1 隻ずつの船舶を投入した最適航海速度を示している。 
 
図 5.2.2.3 待機船の投入による減速航海の輸送コスト 
 
しかし、１TEU 当たり輸送コストの図 5.2.2.3 を見ると、投入隻数が増えると船舶費用が




5.2.2.4 にまとめる。図 5.2.2.5 と図 5.2.2.6 に示す。 
 





図 5.2.2.5 待機船舶を１隻に投入の輸送コスト削減 
 











表 5.3.1 主要航路における１サイクル余裕時間 
 
 
図 5.3.1 主要航路における１サイクルの平均余裕時間 
 
 表 5.3.1 は主要航路における１サイクル余裕時間を示す。東アジア-北米航路の余裕ありサー
ビス数の割合が 38％と少ないが、72 時間の平均余裕時間がある。東アジア-欧州航路は、余裕
ありサービス数の割合が 58％と多いが、平均余裕時間が 47 時間である。現存の航路サービス
が余裕時間を持つことが分かった。荷役作業の遅れや入出港の沖待ちに対応すると考えられる。 
  
航路 観測航路数 余裕あり 割合 平均余裕時間
東アジア-北米航路 48.0 18.0 38% 72.3
東アジア-欧州航路 33.0 19.0 58% 47.2





節に説明した EC1 とする。隻数を維持した減速航海の程度を表 5.3.2.1 に示す。 
 
表 5.3.2.1 東アジア-北米航路 EC1 余裕時間による減速航海 
 
 航路サービス EC1 については、モデルで推計すると１サイクルにおよそ 28 時間の余裕が
生じる。その時間を航海時間に加えた減速航海は、0.75KT の減速程度である。わずか
0.75KT にしても年間の削減効果は大きいと言える。表 5.3.2.2 に減速航海による削減効果を
まとめ、図 5.3.2.3 と図 5.3.2.4 に示す。このように、港湾などでの遅れをなくすことで余裕
時間の設定が必要なく、減速航海への期待がある。 
 
表 5.3.2.2 EC1 余裕時間による減速航海のまとめ 
 
 
図 5.3.2.3 EC1 余裕時間による減速航海の CO₂削減効果 
サービス名 総距離(nm) 寄港回数 平均船型（TEU） 平均速度KT 隻数 1サイクル時間ｈ 航海時間 停泊時間 荷役時間 入出港時間
EC1 21985.0 13.0 6724.0 24.5 10.0 1680.0 897.3 782.7





















































北米側の港湾荷役作業効率の推計を行い、表 5.4.6 に示す。 
 


















テナの BOX 数について 3.3.3 節のコンテナ・フリートを用いて、表 5.4.7に計算例を示す。 
 







図 5.4.8 東アジア-北米航路の荷役時間の変化 
 
 








単位 [KT] [KT] [KT]
平均速度 減速航海 減速程度 削減効果
東アジア-北米航路 24.95 23.51 1.44
年間CO2排出量[百万トン] 1.50 1.33 0.17
年間燃料コスト[億USD] 2.21 1.96 0.25







図 5.4.9 欧州-北米航路の荷役時間の変化 
 













単位 [KT] [KT] [KT]
平均速度 減速航海 減速程度 削減効果
欧州－北米航路 23.99 21.54 2.44
年間CO2排出量[百万トン] 0.76 0.58 0.18
年間燃料コスト[億USD] 1.13 0.86 0.27
















は、10月 15日から IMOで開催された「船舶から排出される GHG削減のための中間作業部会」


















② 入出港時間が 5％に短縮した場合 
 
表 5.4.2.1 入出港時間が 5％に短縮した場合の削減効果 
 
③ 入出港時間が 10％に短縮した場合 
 







平均速度 減速航海 減速程度 削減効果
東アジア-北米航路 24.95 24.04 0.90
年間CO2排出量[百万トン] 1.50 1.39 0.11
年間燃料コスト[億USD] 2.21 2.05 0.16
１TEU当たり輸送コスト[USD] 671.27 649.24 22.03
平均速度 減速航海 減速程度 削減効果
東アジアｰ欧州航路 24.59 23.11 1.48
年間CO2排出量[百万トン] 2.41 2.13 0.28
年間燃料コスト[億USD] 3.56 3.15 0.41
１TEU当たり輸送コスト[USD] 762.61 729.18 33.43
平均速度 減速航海 減速程度 削減効果
欧州ｰ北米航路 23.99 22.59 1.40
年間CO2排出量[百万トン] 0.63 0.56 0.07
年間燃料コスト[億USD] 0.93 0.82 0.10


































大型化による増加 ◎ ◎ △ △
待機船舶の投入 ◎ ◎ 〇 △
荷役効率の向上 ◎ ◎ 〇 〇
入出港時間の短縮 〇 〇 〇 〇
余裕あり 〇 〇 〇 －




























（1） 船舶の大型化により、１TEU 当たりの輸送コストおよび CO₂排出量を削減すること
ができる。 
（2） 減速航海による CO₂排出量の削減ができる。また、輸送コストについては、航海距
離及び船型 TEU による輸送コスト最小にする航海速度が存在することが分かった。 
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